
「校務支援システム県域共同調達」に係るロードマップ 【別紙】
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　栃木県では、すでに多くの自治体で独立して校務支援システムが稼働しているため、次期システムは次世代型のものを共同調達することを目指し、国のKPIを踏まえ、令和10年度の稼働開始とする案でロードマップを作成した。
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次世代校務支援システム導入済み自治体100％
ロケーションフリーでの校務処理を行っている自治体100％

ＲＦＩ

県・指定事業要求

県・全参加市町
予算要求

（初期構築に関する費用）

R８コンサル
委託業者選定 システム操作マニュアル作成・配布・研修実施

データ移行（希望市町のみ）

県域校務支援システム運用開始（５年契約）
※市町は、現行システム更新時期に順次導入

（導入時は、並行稼働・研修を実施）
※市町は、システム運用保守経費支払
※令和14年度、契約更新に関する協議

ダッシュボード・データ連携基盤 導入検討
（導入決定の場合、随時準備開始）

Ｒ１０導入希望市町システム並行稼働（テスト運用）

次世代校務支援システム導入に向けた検討を行う自治体100％

NW帯域確保済み100％

クラウド対応情報セキュリティ

ポリシー策定済み100％

セキュリティポリシー策定等
関連規程整備
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市町で対応や整備について判断
（共同調達会議専門作業部会において、先行自治体の取組事例等、参考情報を共有 ※令和８年度は、コンサルタント委託業者による希望市町への支援を検討中）

帳票統一に関わる関連規程の改訂
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調達「RFI実施・RFI回答集計」
計画策定

「費用按分・契約
形態の検討」
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帳票統一に関する協議

調達
「調達実施に向けた準備」

県域校務支援システムや共同調達会議の内容を踏まえ、必要に応じて関連規程の改訂

県域校務支援システム運用方法等に関する協議
調達
「調達
方式の
検討・

セキュリティポリシー策定等関連規程整備
帳票統一に向けた域内学校との合意形成

（将来的なダッシュボード導入の可能性を踏まえた校務支援システムの選定）

R１０導入市町予算要求
（運用に関する費用）

RFI発出資料作成

市町システム現状調査
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各自治体「校務DX計画」の実現に向けた協議
（ダッシュボード・データ連携基盤に関する内容を含む）
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